
計画の推進に向けた取組・分科会設置について
＜第１回 沖縄県地域公共交通協議会＞

※沖縄県総合交通体系基本計画抜粋：「図4-6将来の交通結節点」、「図4-10持続可能な観光」、「図4-4公共交通のイメージ」

令和６年6月27日
沖縄県企画部交通政策課

資料２



１ 沖縄県地域公共交通計画について

〇 令和２年11月に改定された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正
する法律」により、従来のバスやタクシー等の既存の公共交通機関を活用した上で、地域の
移動ニーズにきめ細かく対応する「地域公共交通計画（マスタープラン）」の策定が、地方
公共団体に対して努力義務化された。

〇 県では、「マイカーに依存しなくても、安心・快適で活力ある沖縄を築く交通社会の実
現」を基本方針に、関係市町村及び交通事業者、交通利用者等と協議を経て、令和６年５月
７日に沖縄県地域公共交通計画を策定したところ。

〇 計画期間は、令和６年５月７日～令和11年３月31日まで

〇 計画の対象は、沖縄本島の陸上交通とし、市町村を超えた広域における幹線的な公共交通
とする。

※国協調による路線バスの欠損補助は令和７年度から地域公共交通計画と連動化
国の補助金を活用するためには、令和６年度までの計画策定が必要

１ 経緯及び概要
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１ 沖縄県地域公共交通計画について

〇 地域公共交通の活性化及び再生に関する法第７条の二によると、
（地域公共交通計画の評価等）
第七条の二 地方公共団体は、地域公共交通計画を作成した場合においては、
毎年度、当該地域公共交通計画の区域における地域旅客運送サービスの持続可
能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に関する施策の実施の
状況についての調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると
認めるときは、地域公共交通計画を変更するものとする。
２ 地方公共団体は、前項の調査、分析及び評価を行ったときは、速やかに、
その結果を主務大臣に送付しなければならない。
３ 主務大臣は、前項の規定による送付を受けたときは、その送付に係る事項
について、地方公共団体に対し、助言をすることができる。

２ 計画の推進について

毎年度、地域公共交通計画の評価を行い、結果を国に送付しなければならない。
※評価は、沖縄県地域公共交通協議会（法定会議）で実施
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２ 計画の推進に向けた取組

１ 目指したい姿
〇 行政（国、県、市町村等）、交通事業者、利用者、企業等、それぞれが連携しながら
持続可能な取組の推進

・バス、モノレール、タクシー、
コミュニティバス 等

３

マイカーに依存しなくても、
安心・快適で活力ある沖縄
を築く交通社会の実現

取

〇 目標達成に向け、各主体が実施する取組を推進するため、協議会を活用し、連携の
強化、取組が遅れている主体に対し後押しを行う。

・国、県、市町村
・道路管理者
・交通管理者 等

・業界団体
・教育機関 等

・通勤、通学
・買物、通院、レジャー 等
・観光、等

交通事業者

利用者

企業・団体
行政



２ 計画の推進に向けた取組

〇 目標達成に向け計画で定めた24施策について、取組状況の調査を実施（※①）

６月５月4月３月２月１月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

R6 第1回地域公共交通協議会 ②第２回地域公共
交通協議会

※R6年度を暫定的
に評価

①取組状況の調査

〇 １月の協議会において、R6年度の取組について評価（※②）

生活確保維持協議会 R7年度開始
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２ R6年度取組事項

・ 各主体の取組状況を調査し現状の把握
⇒取組の弱い施策や、各主体との連携が必要な施策の洗い出し及び要因の分析
⇒今後の取組を明らかにする。

・ ①の調査結果を共有。
・ 暫定的に、R6年度の取組状況について評価
・ R7年６月の協議会で評価を実施。（※③）

※計画に定めた、評価指標の数値が出ていれば活用する。

③地域公共交通
協議会

※R6年度の
評価実施



２ 計画の推進に向けた取組
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３ 24施策の取組状況の調査について

② ①の取組状況をふまえ
今後の取組

〇 計画策定時に実施したアンケート調査や、市町村の計画等を活用し、把握できてないところは、
ヒアリング等を実施。

〇 取組の弱い施策や、各主体との連携が必要な施策等の洗い出し及び要因の分析し、今後の取組へ
反映

〇 1月の協議会において共有する。

① R6年度の各主体の
取組状況を調査

＜イメージ＞

②①



３ 分科会の設置

＜変更点＞
〇 沖縄県生活交通確保維持協議会については、法定協議会の部会として取り扱う。（R5.11.25改正）
〇 県協議会のもと、分科会を設置。
（これまで議論してきた各圏域の取組をより強力に推進するため、連携交通会議を法定協議会に
位置付け）

沖縄県地域公共交通協議会

内容：地域公共交通計画の策定、事業実施、モニタリング、評価、変更
体制：学識、利用者、事業者、国、県、市町村等

部会（沖縄県生活交通確保維持協議会）
（沖縄県地域公共交通協議会の部会）

内容：赤字バス路線の運行費欠損補助
・地域間幹線系統確保維持計画の検討
・生活バス路線確保維持計画の検討

体制：関係市町村、事業者、国、県等

連携交通会議（北部、中部、南部）

内容：各圏域の公共交通課題への対
応

体制：関係市町村、事業者、県

沖縄県公共交通活性化推進協議会

内容：国道58号を中心とした基幹バスシ
ステムの導入

体制：学識、利用者、事業者、国、県、
沿線市村等

確保維持計画を報告

◇関係会議

連携・情報共有等

沖縄県地域公共交通協議会
内容：地域公共交通計画の策定、事業実施、モニタリング、評価、変更
体制：学識、利用者、事業者、国、県、市町村等

部会（沖縄県生活交通確保維持
協議会）

内容：赤字バス路線の運行費欠損補助
・地域間幹線系統確保維持
計画の検討
・生活バス路線確保維持計画の
検討

体制：関係市町村、事業者、国、県等

分科会（北部、中部、南部）

内容：各圏域の公共交通課題への
対応

体制：学識、利用者、事業者、国,
県、市町村等

沖縄県公共交通活性化推進協議会

内容：国道58号を中心とした基幹バスシステムの導入
体制：学識、利用者、事業者、国、県、沿線市村等

部会・分科会の協議内容を報告

◇関係会議
連携・情報共有等

現行 変更

WGの設置
(課題に応じたWG)
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